
グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方
（令和５年３月策定・令和６年４月改定）

グリーン社会の実現に向けた事業者等の取組は、多くの場合、事業者間の公正かつ自由な競争を制限するものではなく、新たな技術や優れた商
品を生み出す等の競争促進効果を持つものであり、温室効果ガス削減等の利益を一般消費者にもたらすことが期待されるものでもある

グリーン社会の実現に向けた事業者等の取組は基本的に独占禁止法上問題とならない場合が多い

新たな技術等のイノベーションが失われたり、商品又は役務の価格の上昇や品質の低下が生じたりすることにより一般消費者の利益が損
なわれることは問題

事業者等の取組が、個々の事業者の価格・数量、技術等を制限し、事業者間の公正かつ自由な競争を制限する効果のみを持つ場合、
それが名目上はグリーン社会の実現に向けた事業者等の取組であったとしても、独占禁止法上問題となる

基本的考え方

新たな技術等のイノベーションを失わせる競争制限的な行為を未然に防止するとともに、
事業者等の取組に対する法適用及び執行に係る透明性及び事業者等の予見可能性を一層向上させることで、

事業者等のグリーン社会の実現に向けた取組を後押しすることを目的として、
「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方」を策定

本考え方の構成 第１ 共同の取組 第２ 取引先事業者の事業活動に対する制限・取引先の選択に係る行為

第３ 優越的地位の濫用行為 第４ 企業結合 第５ 公正取引委員会への相談について

今後の市場や事業活動の変化、具体的な法執行や相談事例等を踏まえ、継続的に本考え方の見直しを行っていく
また、本考え方に照らしながら積極的に事業者等からの相談への対応を行っていく

今後の対応

「独占禁止法上問題とならない行為」及び「独占禁止法上問題となる行為」等の想定例を示しつつ、考え方を説明

事業者等の取組に競争制限効果が見込まれつつ競争促進効果も見込まれる場合、当該取組の目的の合理性及び手段の相当性
（より制限的でない他の代替手段があるか等）を勘案しつつ、当該取組から生じる競争制限効果と競争促進効果を総合的に
考慮して、独占禁止法上問題となるか否か判断される

※「独占禁止法上問題となる行為」として挙げている想定例に該当するような行為についても、情報遮断措置等の措置による競争制限効果の解消のほか、海外からの競争圧力の増加といっ
た国際的な競争状況も含めた市場の動向等の様々な追加的な検討要素も考えられるところ、これらについて事業者等からの説明がなされ、競争制限効果が解消されていること等が事実と認
められる場合には、こうした事実を踏まえ、独占禁止法上問題ないと判断し得ることもある。 R６改定

R６改定
（合計で84の想定例）


